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記念すべき横浜開港の日を迎え、今日の発展の礎を築
いていただきました先人の皆様に、改めて敬意を表しま
す。また、我が国の産業と国民の皆様の生活を支える国
際貿易港として更なる発展を遂げるため、多くの関係者
の皆様に御尽力いただいております。改めて深く感謝申
し上げます。
長引くコロナ禍において、377万人の市民の皆様の命と
暮らしをお守りする。そして、かつてない厳しい状況に
置かれている事業者の皆様を何としてもお支えする。そ
の強い決意で、喫緊の課題である感染症対策と、横浜経
済の両立に横浜市の総力を挙げて取り組んでいます。
横浜港における令和3年の取扱貨物量は、前年比11.9％
増の1億480万トン、コンテナ取扱個数は前年比7.5％増

の286万個となりました。また、横浜港の主要貨物である
自動車関連の貨物量も、前年比25.8％増となる1,992万ト
ンと、いずれもコロナ禍前の水準に近づいており、回復
の兆しが見えています。
今後も、経済の活性化と市民生活を豊かにする総合港

湾づくりを目指し、「国際競争力のある港」、「観光と賑わ
いの港」、「安全・安心で環境にやさしい港」を3つの柱と
して、取り組みを進めていきます。
「国際競争力のある港」として、急速に進展する船舶

の大型化に対応し、基幹航路の維持・拡大を図るため、
「集貨」「創貨」「競争力強化」の3つの施策を展開してい
きます。引き続き、コンテナ取扱機能を強化するため、
新本牧ふ頭の整備を推進するとともに、南本牧ふ頭MC1
～4のコンテナターミナルの一体運用と背後地5－1ブロッ
クの整備を進めます。本牧ふ頭D5コンテナターミナルの
再整備やA突堤ロジスティクス拠点の形成等の本牧ふ頭再

編強化にも取り組みます。大黒ふ頭では、岸壁改良
等により11隻の大型自動車専用船の同時着岸が可能
となりました。「日本最大級の自動車取扱拠点」と
なった大黒ふ頭で、今後も更なる自動車取扱機能強
化に取り組みます。また、一層の港湾機能強化に向
けて、港湾計画の改訂の調査・検討等を実施します。
「観光と賑わいの港」を目指し、アフターコロナ
を見据えて、感染症対策を徹底しながら、関係機関
の皆様と御一緒に、安全・安心なクルーズ船の受入
れを行っていきます。クルーズ船の寄港による観光
を市内経済の活性化につなげていくため、みなとみ
らい21地区等における歩行者の回遊性向上や赤レン
ガ倉庫の改修に取り組みます。山下ふ頭の新たな事

業計画策定に向け、市民等の
皆様からの意見募集や、民間
事業者の皆様からの事業提案
募集を行います。また、地元
団体の代表者や有識者の皆様
等で構成される委員会を設置
し、検討を進めます。
横浜市は、国から選定され

たSDGs未来都市として、国
内でもいち早く2050年までの
脱炭素化「 Zero Carbon
Yokohama」を宣言し、「安
全・安心で環境にやさしい港」
の実現に力を注いでいます。
横浜港におけるカーボンニュートラルポートの形成に向
けて、水素等の輸入拠点化や供給インフラの整備など水
素等のサプライチェーンの構築、埠頭における自立分散
型の電源確保、船舶への陸上電力供給等の検討を進めま
す。豊かな海づくり事業では、新本牧ふ頭での生物共生
型護岸の整備、CO2を吸収する「ブルーカーボン」として
の機能も担う藻場・浅場の形成、市民の皆様に開かれた
漁港の改修を進めます。
気候変動や感染症との闘い、分断や対立が深まる世界

情勢など、世界は今、様々な課題に直面し、港湾を取り
巻く環境も、日々変化し続けています。こうした時代の
転換期にあっても、横浜港の更なる成長に向けて、関係
する全ての皆様と御一緒に、全力で取り組んでまいりま
す。横浜の新しい未来を切り拓いていくために、変わら
ぬ御支援、御協力をお願い申し上げます。

山中竹春
横浜市長

PORT OF YOKOHAMA
これまでも　これからも　進化し続ける横浜港

横浜市港湾局
問合せ先 045-671-7260（物流運営課）

http://www.city.yokohama.lg.jp/kowan/

横浜川崎国際港湾株式会社
問合せ先 045-680-6636
http://ykip.co.jp/

問合せ先 045-671-7291
http://www.yokohamaport.co.jp/

（一社）横浜港振興協会

問合せ先 045-671-7241
http://www.yokohamaport.org/

“POPヨコハマ”
横浜港埠頭株式会社

COSCO SHIPPING Lines (Japan) Co., Ltd.
東　京：(Export) 03-6328-2074/2011  (B/L)03-6328-2032  (Import) 03-6328-2076

名古屋：052-232-6011　大阪：06-7177-0111　福岡：092-283-3958

　　　　　　　　　

General Agents:

コスコシッピングは世界主要港に安全・確実な輸送体制を
構築しています

World Wide Services

WEB SITE: https://world.lines.coscoshipping.com/japan/jp/home

多様なサービスルート
Door to Door・Sea and Rail・中南米航路横浜直行

デジタル化サービス  
 E-Booking・Syncon Hub

横浜市港湾局提供
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横浜港は国際コンテナ戦
略港湾として「国際競争力
のある港」、「観光と賑わい
の港」、「安全・安心で環境
にやさしい港」を三つの柱
とし、「横浜経済の活性化
と市民生活を豊かにする総
合港湾づくり」を目指しま
す。多くの関係機関や民間
事業者と連携しながら、我
が国を代表する国際貿易港
として、港湾機能強化と港
の賑わい創出に取り組みま
す。また、新市長のもとカ
ーボンニュートラルポート
（CNP）の形成など、新た
な施策に果敢に挑戦してい
きます。

－国際トランシップ強化
や、集荷協力の拡大につ
いて
「国際コンテナ戦略港湾」
として、急速に進展する船
舶の大型化に対応し、基幹
航路の維持・拡大を図るた
め、南本牧ふ頭MC1～4コ

ンテナターミナルの一体運
用の推進やD5コンテナタ
ーミナルの再整備等の本牧
ふ頭再編強化を行い、コン
テナ取扱機能の強化を図っ
ています。
MC1～4コンテナターミ

ナルは、2021年4月に全面供
用し、世界最大級のコンテ
ナ 船 運 航 会 社 で あ る
A.P.Moller-Maerskによる一
体運用が開始されました。
多方面の航路の船舶が、船
型やスケジュール等に応じ
て、施設全体を柔軟に利用
できる画期的な運用が実現
しました。その結果、国際
トランシップ貨物は2020年
（4～12月）と2021年（4～12
月）の貨物量を比較すると、
約 25,000TEUか ら 約
40,000TEUに増加し、約6割
増加しています。MC3・4
ターミナルは、我が国最大
唯一の大水深－18m岸壁を
有し、2021年3月に24,000
TEU型世界最大級の超大型
コ ン テ ナ 船 、“ MSC
ISABELLA”が初入港しま
した。また、本牧ふ頭では、
大型船の入港や増加する貨

物に対応するための取り組
みを進め、2021年12月に同
ふ 頭 で 過 去 最 大 の
14,000TEU型の超大型船
“APL Esplanade”（CMA
CGM運航）が初入港しまし
た。さらに、東日本を中心
とした各港と連携した取り
組みを行い、国際フィーダ
ー航路の利用促進や航路網
強化及び鉄道の利用促進を
図り、コンテナ貨物取扱量
の拡大と定着を進めます。

－貨物誘致でのYKIPとの連
携と仕分けについて
コンテナ貨物誘致につい
ては、横浜川崎国際港湾株
式会社（YKIP）を中心に、
国の補助制度を活用し、基
幹航路等（北米・欧州・中
南米・豪州・アフリカ等）
の新規航路開設、既存航路
の寄港便数増加、内航航路
の新設・強化等及びトラン
シップ貨物に対して支援策
を実施しています。横浜市
は、港湾管理者として東日
本を中心に各港と連携し、
国際フィーダー航路網の拡

充を推進しています。これ
により、北海道・東北・北
関東など各地方の荷主の利
便性向上が図られ、横浜港
への集貨促進及び各港の活
性化につなげています。
2021年度は八戸港国際物流
拠点化推進協議会と協定を
締結し、連携して集貨に取
り組んでおり、2024年のト
ラックドライバーの労働時
間規制等の課題を踏まえ、
内航船等による輸送方法へ
の転換について、引き続き
連携港と検討を進めます。

－CNP形成に向けての進捗
状況、船社、ターミナル
オペレーターなど各企業
の取り組み、経済性など
見えてきた課題について
横浜港・川崎港カーボン
ニュートラルポート（CNP）
形成推進会議を2021年7月
に開催、取り組みの実務を
検討するため、WGを設置
しました。「船舶への陸上
電力供給、港湾荷役機械へ
の燃料電池導入、港湾施設
への再生可能エネルギーや

次世代エネルギーの導入な
どについて検討するととも
に、新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）
の委託で横浜市、YKIP、
横浜港埠頭株式会社（YPC）
の3者による「横浜港にお
けるカーボンニュートラル
ポート形成に向けた水素利
活用システム検討調査」に
着手しました。
昨年度に続いて、NEDO
から受託した水素利活用シ
ステム検討調査を進めてい
きます。このNEDO調査の
結果は、今後作成するCNP
形成計画にも活かしていく
予定です。
水素サプライチェーン構
築にあたっては、インフラ
整備に多額の初期投資と運
営費がかかること、既存化
石燃料と比べ水素が高価で
あること、事業の安定には
需要家の大規模・安定調達
が不可欠であることなどの
課題があり、これらの課題
解決に向けて、ENEOS株式
会社と協定を締結し、連携
して取り組むこととしまし
た。また、陸上電源供給設
備について、クルーズ船や
コンテナ船などは大量の電
力を消費するため、特別高
圧電力の導入や、そのため
の大きな設備投資、電気料
金の負担があります。また、
船舶に電力を供給するため
の接続プラグが規格統一化
されておらず、様々な船舶
に対応する必要がありま
す。さらに、東日本では電
源周波数が異なるため、周
波数を変換する設備への投
資も必要となります。国・
民間事業者と連携してこれ
らの課題の解決に向けて取
り組みを進めていきます。

－現在のCONPASの運用
状況について
現在、国と連携しながら
進めていますが、南本牧ふ
頭において2021年4月より国
内初のCONPAS（Container
Fast Pass：港湾情報システ
ム）の本格運用を開始して
から1年あまりが経過し、
多い時には1日約600件、平
均でも200件以上の利用予
約がありました。運用後に
実 施 し た 調 査 で は 、
CONPASを利用していない
車両のゲート前待機時間が
平均30分であったのに対
し、CONPASで予約した車
両の待機時間は7分となり、
ゲート前の待機時間の約7
割が削減されるなど、大き
な効果が確認できました。

－本牧BCコンテナターミ
ナルにおける試験運用の
状況について
本牧ふ頭BCコンテナタ

ーミナルでは、南本牧ふ頭
と同様に、CONPASによる
事前予約を活用することで
トレーラーの特定時間帯へ
の集中の平準化を図ること
による、ゲート前待機時間
の削減を目的とした試験運
用を2019年と2020年の２回
実施しています。昨年度は、
新型コロナウイルス感染症
の影響により試験運用の実
施を見送りましたが、今年
度の試験運用では、貨物の
予約情報を活用し、トレー
ラーが来場する前に搬出対
象のコンテナを移動するこ
とで荷役作業の効率化を図
り、コンテナヤード内のト
レーラー滞留時間の短縮を
図ることを目的として試験
運用を実施します。
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横浜市港湾局長 中 野 裕 也 氏

横浜港は1859年（安政6年）6月2日、国際貿易港として開港した、風向、風力、潮流、水深などミナトに求め
られる条件に恵まれた天然の良港。世界最大級の消費地、首都東京と、さらにその先に広がる広大な背後圏を持つ
日本を代表する商業港であり、京浜工業地帯などの臨海部の工業地帯を拠点とする工業港としても重要な役割を持
ち、これら商業港、工業港の両性格も併せ持つ総合港湾として発展、成長してきた。横浜港の2021年1～12月の
年間コンテナ取扱量は輸出、輸入とも増加し257万1,553TEUと6.6％増と好調。内航船航路の利用促進のため、
八戸港国際物流拠点化推進協議会と協定するなど、国の重要施策である国際コンテナ戦略港湾を進める一方、大黒
ふ頭を中心に東日本最大の自動車取扱拠点として自動車とその関連産業の取り扱い強化に向けて重点的に注力して
いる。今年4月に完成した大黒ふ頭P3岸壁と隣接のT3～T8岸壁と合わせると、200m級の大型PCC/PCTC5隻の
同時着岸が可能な国内最大級の延長1,400mの連続バースとなり、大黒ふ頭全体では11隻が同時着岸可能だ。国際
コンテナ戦略港湾政策の要である横浜港の港湾管理者、横浜市港湾局の中野裕也局長に競争力強化への取り組みや
脱炭素（CNP形成）への進捗状況などを聞いた。

国際コンテナ戦略港湾として横浜経済の活性化と
市民生活を豊かにする総合港湾づくり目指す

231-8557 横浜市中区山下町279番地  横浜港運会館3階
　Tel 045-201-3295　Fax 045-201-3297

副会長　原田龍次郎 副会長　藤 木 幸 三
副会長　鈴 江 孝 裕 副会長　飯 泉 勝 也
副会長　石 黒 明 博 副会長　島 　 憲 蔵
副会長　串 田 素 宏 副会長　藤 木 幸 吉
副会長　大 田 晃 正 

231-8557 横浜市中区山下町279番地  横浜港運会館3階
　Tel 045-201-3295　Fax 045-201-3297

横 浜 港 運 協 会
会　長　　藤　木　幸　太

南本牧MC3-4にアプローチ中の“MSC Isabella”（23,656TEU、
2021年3月撮影）                     （写真：国交省関東地方整備局提供）

－新市長のもとでの横浜港
の競争力強化に向けた政
策、計画、将来像、集荷
増への方策などについて
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横浜港の主力ふ頭の一つ
である南本牧ふ頭は、アジ
ア諸港におけるコンテナ取
扱量の急増、スケールメリ
ットを追求するためのコン
テナ船のさらなる大型化
や、船社間のアライアンス
の再編などで寄港地の絞り
込みが進展している中、大
型船の入港や増加する貨物
に対応するため、日本で最
大唯一となる水深18mの耐
震強化岸壁を備えたコンテ
ナターミナルの整備を進め
てきている。
横浜港南本牧ふ頭MC-4

コンテナターミナルは21年
4月に全面供用を開始、こ
れによってMC1～4コンテ
ナターミナルの一体運用を
開始、施設全体を柔軟に利
用できる画期的な運用を実
現した。横浜港南本牧ふ頭
MC4コンテナターミナル
は、MC3との連続バースと
して世界最大級のコンテナ
船に対応できる水深18m、
岸壁延長900mの国内最大
水深を有する高規格コンテ
ナターミナルが20年8月7日
に暫定供用していたが、新
管理棟、新ゲートなどの整
備が完了、本格供用によっ
てMC1～4は水深16～18m、
総延長1,600mのコンテナタ

ーミナルとして、施設全体
の一体利用が可能となっ
た。これによって、多方面
の就航船が船型やスケジュ
ールなどに応じて、施設全
体を柔軟に利用できる画期
的な運用が実現すること
で、高規格な施設能力を最
大限に発揮でき、さらなる
基幹航路の維持・拡大や国
際トランシップ貨物の増加
など、日本の国際競争力の
強化に貢献していく方針
だ。

新たな機能を創出
：本牧ふ頭再編
一方、本牧ふ頭では、国
際コンテナ戦略港湾として
一層のコンテナ取扱機能強
化、利便性の向上に向け、
コンテナターミナルの拡
張・再整備、岸壁の延伸、
さらにロジスティクス拠点
の形成などを国と連携して
推進している。本牧A突堤
では、ロジスティクス拠点
を形成、輸入貨物に対応し
たコンテナ貨物取扱量の拡
大や創出に向けて、流通加
工など高機能な物流サービ
スを提供するロジスティク
ス施設の集積を進めてい
る。またBCターミナルで
は、大型コンテナ船への対
応を図るため、BC2岸壁
（310m）を再整備し、全長

700mの連続バースとする
とともに、既存上屋を移転
し、荷さばき地を拡張する。
超大型コンテナ船への対
応を図るため、D5ターミ
ナルで岸壁の再整備を進め
るとともに、ヤード拡張･
効率的な荷役方式へ更新す
る。さらに、D4・D5ター
ミナルの一体的な運用に向
けて荷さばき地拡張・整備
を進める方針だ。世界第3
位のコンテナ船社CMA
CGMは、全長約400mの超
大型コンテナ船の投入を希
望しているが、現状、D5タ
ーミナルに船舶が着岸して
いる場合に、同社拠点のD4
ターミナルへの超大型船の
着岸ができないためD5ター
ミナルの荷役方式をストラ
ドルキャリアから、生産性
の高いRTG（タイヤ式門型
クレーン）に転換するとと
もに、ヤードの拡張など、
再整備し、D4、D5の一体
運用を進めていく。
また内航船のオペレータ
ーからバースホッピング
（寄港中のバース移動）を
しなければならないとの指
摘があり、本牧C・D突堤
間の基部を埋め立て、荷さ
ばき地や国際フィーダー船
用岸壁など、BC-Dターミ
ナルの一体運用を図ってい
くという。

新たなコンテナ拠点
：新本牧ふ頭
横浜港の次の新たなコン
テナ拠点として整備を進め
ているのが、新本牧ふ頭だ。
同ふ頭は、本牧ふ頭と南本
牧ふ頭間の沖合を埋め立て
整備するもので、国際コン
テナ戦略港湾施策の一環と
して、大水深・高規格コン
テナターミナルと高度な流
通加工機能を有するロジス
ティクス施設からなる新た
な物流拠点を形成するも
の。第1期の約38haは横浜
市がロジスティクス拠点と
して整備、第2期の約50ha
は国がコンテナターミナル
を整備する計画だ。市内公
共工事から発生する土砂な
どを安定的に受け入れる役
割も担っており、19年11月
に埋立免許を取得し、本格
的な埋立工事に着手、21年
10月から埋立てを開始して
いる。

国内最大級の連続バース
：大黒ふ頭
22年5月、大黒ふ頭P3・

P4岸壁（水深7.5m、延長
260m）と荷さばき地の再
整備が完了し、自動車船専
用のP3岸壁（水深12m、延
長290m）として供用を開
始した。これにより、隣接
するT3-T8岸壁と合わせる
と、大型の自動車専用船が

5隻同時に着岸可能な国内
最大級の延長1,400mの連続
バースが誕生した。横浜港
の主要輸出品目は完成自動
車で、大黒ふ頭は東日本最
大の自動車取扱拠点となっ
ており、国土交通省と横浜
市は、15年度から自動車専
用船の大型化や着岸隻数の
増加に対応するため、大黒
ふ頭の横浜航路側のP3・P4
岸壁の水深を7.5mから12m
に増深し、延長を260mか
ら290mに延伸する改良工
事や、荷さばき地の拡張な
どを進めてきた。再整備が
完了し、P3岸壁として供用
を開始したもの。隣接する
T3～T8岸壁と合わせると、
全長200m級の大型の自動
車専用船が5隻同時に着岸
可能だ。大黒ふ頭全体とし
ては大型の自動車専用船が
11隻同時着岸可能な日本最
大級の自動車取扱拠点とな
り、横浜港の自動車取扱機
能のさらなる強化が実現し
た。
一方、横浜港埠頭は南本
牧ふ頭に利用者が移転した
大黒ふ頭のC-4コンテナタ
ーミナルを自動車ターミナ
ルとして再整備し、川崎汽
船とダイトーコーポレーシ
ョンが借受者となり、4月
から供用を開始している。
あわせて隣接するC-3ター
ミナルとの一体利用を促進
し、700mの連続バースを

活用することで、さらなる
自動車取扱機能の強化を図
っている。C-4は水深15m、
岸壁延長350m、係留能力
は8万総トン、総面積約15
万3,500㎡。横浜港では、ふ
頭の再編を進めており、コ
ンテナターミナルは本牧、
南本牧に集約、大黒ふ頭は
完成自動車を取り扱う東日
本最大の拠点として、現在、
船舶の大型化や入港隻数の
増加に対応するため、コン
テナターミナルの自動車タ
ーミナルへの転換などを進
めている。
また横浜市港湾局では、

横浜市港湾施設条例を改正
し、新たな貸付制度を導入
することで、船会社などが
ターミナルを拠点として長
期的に使用でき、同貸付制
度により、民間の視点を取
り入れた戦略的な集貨活動
やターミナル運営・投資が
可能となり、取扱貨物の増
大や世界各国への航路網の
拡大が期待できるとしてい
る。また、港湾用LED照明
や業務車両のEV化、再生
可能エネルギーである電気
の利用など環境に配慮した
ターミナルを目指すととも
に、搬出入ゲートの自動化、
ターミナル管理システムの
導入、AI、IoTといったデ
ジタル技術を積極活用し付
加価値の高いターミナルづ
くりを進めていく。
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横浜市港湾局

横浜港では、南本牧ふ頭や新本牧ふ頭など新たなふ頭の整備を進める一方、ふ頭
の再編も進めており、コンテナターミナルは本牧、南本牧に集約し、大黒ふ頭は
「東日本最大の自動車取扱拠点」として、自動車専用船の大型化や着岸隻数の増加
に対応するため、自動車専用船岸壁の改良、コンテナターミナルの自動車ターミナ
ルへの転換などに取り組んできている。「国際コンテナ戦略港湾」として、急速に
進展する船舶の大型化に対応し、基幹航路の維持・拡大を図るため、「集貨」「創貨」
「競争力強化」の3つの施策を展開する横浜港のターミナル戦略をみる。

信永海運株式会社
TEL: 03-5405-7600 （代表） FAX: 03-5405-7400
フリーダイヤル：0120-549-489

横　浜：045-210-0766　　名古屋：052-209-9388

大　阪：06-6220-2800　　福　岡：092-452-8025

仙　台：022-742-5022

Digital Shinyei: http://www.shinyei-ship.co.jp

一体運用で柔軟に利用
：南本牧ふ頭

横浜市港湾局
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癬国内最大級の施設を誇
る南本牧ふ頭の全ターミナ
ルが本格稼働を開始し、概
ね1年を経過した。新・港
湾情報システム（CONPAS、
コンパス）の本格運用によ
って効率性がさらに高ま
り、昨年5月には、世界銀
行が調査会社IHSマークィ
ットと共同で開発した
「2020年コンテナ港湾生産
性指数（CPPI: Container
Port Productivity Index
2020）」において、横浜港
が世界一と発表された。
多くの航路が新型コロナ
ウィルスの影響による遅延
や不安定なスケジュールが
続いている中、2M、ザ・
アライアンスの基幹航路の
ほか、日中、東南アジア近
海航路など多方面のサービ
スが寄港する南本牧ふ頭に
おいては、1,600mの岸壁を
一体的かつ柔軟な活用がな
されており、昨年11月には
新規北米航路が就航するな

ど、明るい兆しも見えてき
ている。
本牧ふ頭においては、昨
年12月に過去最大となる
14,000TEU型のコンテナ船、
CMA CGM社（フランス）
の コ ン テ ナ 船 「 APL
Esplanade」（全長約370m、
船幅 51m、最大積載数
13,892TEU）が、横浜港本
牧ふ頭D4コンテナターミ
ナルに初めて入港した。同
船は、CMA CGM社が運航
する中南米航路「ACSA1」
に投入されており、同航路
に投入されている13,000
TEU型の船についても、順
次、本牧ふ頭D4コンテナ
ターミナルに入港してい
る。
今後も、アジア諸港にお
けるコンテナ取扱量の急
増、スケールメリットを追

求するためのコンテナ船の
さらなる大型化や、船社間
のアライアンスの再編など
により寄港地の絞り込みが
進展している中、大型船の
入港や増加する貨物に対応
するための取り組みを進め
ることで、横浜港の更なる
貨物取扱量増加に向けた取

り組みを進めていく。

腓外航、内航、トランシッ
プ、モーダルシフトなど支
援プログラムについて

癬2016年の会社設立以降、
当社は横浜港・川崎港の国
際競争力強化のため、国の

補助金を活用して新規基幹
航路の誘致や、東日本をタ
ーゲットとした国内広域か
らの集貨に努めてきた。前
述の通り、物流混乱が継続
する状況においても、新規
基幹航路が開設されるな
ど、基幹航路の維持拡大に
一定の成果を上げている。
今年度も昨年度から引き
続き、外航船社などを対象
とする外航支援、内航支援、
国際トランシップ支援の3
つのメニューを実施する。
これと併せて、昨年度実施
した荷主など向けの横浜港
利用への転換促進のキャン
ペーンでは、内航船による
国際フィーダーサービスに
加えて、今年度は対象を拡
大し、鉄道輸送においても
実施する。また、内航船に
よる国際フィーダー貨物の
横浜港内ショートドレージ
支援についても引き続き実
施する。
今般の物流混乱により、

釜山港など海外港湾でのト
ランシップでスムーズに積
み替えできないケースも出
てきていると聞いており、
荷主及び船会社からの横浜
港トランシップへの関心の
高まりを感じている。
こうした支援策と、東日
本の港湾との連携などのそ
の他のあらゆる手法と併せ
て、基幹航路の維持拡大、
内航フィーダー網の強化、

横浜港における国内外トラ
ンシップの促進に資する取
り組みを一層促進し、荷主
や船社の皆様の課題解決の
一助になれればと考えてい
る。

腓港湾施設の電力を再生可
能エネルギー由来の電力に
切り換えについて

癬横浜港では、カーボン
ニュートラルポ
ート（CNP）の
形成に向け、国
や港湾管理者、
民間事業者など
と連携しながら
取り組みを推進
している。その
一環として弊社
では環境負荷低
減を図るため、
今年度よりコン
テナターミナル
施設などで使用

している電力を従来の化石
燃料由来のものに代えて、
再生可能エネルギー由来の
電力を調達することとし
た。
対象ターミナルは大黒T-
9ターミナル（年間予定使
用電気量：約67万kWh／想
定CO2削減量：約295トン）、
本牧BC突堤（約1,177万
kWh／約5,191トン）、本牧
D突堤（約860万kWh／約
3,793トン）で、これら全て
を合わせると、年間約2,100
万kWhの電力が実質再エネ
※に切り替わり、約9,300ト
ンのCO2削減効果が見込ま
れる。
こうしたターミナル施設
などへの実質再エネ電力の
導入によりCO2排出量が実
質0となることから、環境
意識の高いお客様に対して
のサービスの向上と利用促
進にもつなげていけるもの
と期待している。

【参考】契約期間：2022年4
月1日から2023年3月31日ま
で
※実質再エネ：再生可能エ
ネルギーなどの非化石電
源によらない電気に、再
生可能エネルギーなどに
由来する非化石証書を組
み合わせることにより、
CO2排出係数をゼロとし
た、実質的にCO2フリー
となる電力。

癬これまでも、太陽光発
電設備の設置やLED照明の
導入などに取り組んできた
が、CNP形成に向け、当社
もしっかり役割を果たして
いきたい。現在、新エネル
ギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）の調査事業に
採択された「横浜港におけ
るカーボンニュートラルポ
ート形成に向けた水素利活
用システム検討調査」に、
横浜市や横浜港埠頭会社と
ともに取り組んでいる。臨
海部全体のシステムの中
で、当社が担うコンテナタ
ーミナルの脱炭素化につな
げていければと考えてい
る。

腓LNG燃料供給拠点の形成
について

癬水素やアンモニアなど
の次世代エネルギーの実装
に向けた研究開発が進んで
いるが、現時点でCO2削減
効果が高いのはLNGだと考
えており、脱炭素化に向け、
東京湾でのLNGバンカリン
グ拠点形成を進めている。
今夏竣工予定のLNGと規
制適合油のマルチバンカリ
ング船「エコバンカー東京
ベイ」を、住友商事と上野
トランステック、日本政策
投資銀行との4社による合
弁会社「エコバンカーシッ
ピング」を船主とし、ジャ
パンマリンユナイテッドで
建造している。
竣工後はシップ・ツー・
シップ（STS）方式による
LNG燃料供給を東京湾全域
で実施する計画だ。LNG燃
料はガス基地から、適合油
は東京湾内に立地する複数
の石油元売り会社から供給
を受ける予定になってい
る。
CNP形成を推進している
横浜市の協力の元、定係地
は本牧ふ頭A-4となった。
引き続き国土交通省港湾局
及び海上保安庁など、多く
の関係者の継続的なご協力
をいただきながら、今後竣
工ラッシュが見込まれる
LNG燃料船の普及を側面か
ら支え、関係者の期待にし
っかりと応えたい。

国内最大級の南本牧ふ頭コンテナターミナル
一体的かつ柔軟な活用でさらに効率アップ

横浜川崎国際港湾株式会社　代表取締役社長 人見  伸也 氏

YKIP

世界に翔く
活力ある「港ヨコハマ」を目指して！

共同化によりリーズナブルな港湾運営を実現します

YOKOHAMA PORT MEGATERMINAL CO., LTD.

〒231-0811 横浜市中区本牧ふ頭1-198　本牧ふ頭BCコンテナターミナル4階

電話 045-623-4500 　 FAX 045-623-4508

横浜港メガターミナル株式会社
代表取締役会長 藤　木　幸　夫
代表取締役社長　藤　木　幸　三

腓南本牧ふ頭、本牧ふ頭な
ど各コンテナターミナルの
優位性について

横浜川崎国際港湾（YKIP）は、超大型コンテナ船に対応可能な南本牧ふ頭をはじめ、
横浜港・川崎港のコンテナターミナルを運営している。その一方で、国際競争力向上
に向けて、外航船、内航船、国際トランシップ、国際フィーダー・鉄道輸送、港内シ
ョートドレージなど、さまざまな事業を支援することで、京浜港の集貨・創貨の取り
組みに貢献している。またカーボンニュートラルポート（CNP)への取り組みが進む中、
脱炭素化への対応も積極的に進めている。YKIPが進める国際競争力強化、集貨促進、
環境にやさしい港づくりの取り組みを聞いた。

腓横浜港におけるカーボン
ニュートラルポート（CNP）
形成に向けた取り組み

横浜市港湾局
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国際競争力のある港
一般会計は120億3,347万

円で、前年度当初予算比
10.4％減となったが、これ
は主に台風被害の港湾施設
復旧事業の完了に伴うも
の。これに21年度9月補正、
2月補正予算を含めると
111.8％増の284億4,020万円
となる。一方、港湾整備事
業費会計は398億8,901万円
で12.7％減。埋立事業会計
は企業債償還金などの減少
で14.1％減の392億2,504万
円。
予算編成については、横
浜港は「国際競争力のある
港」「観光と賑わいの港」

「安全・安心で環境にやさ
しい港」を3つの柱とし、
横浜経済の活性化と市民生
活を豊かにする総合港湾づ
くりを目指し、多くの関係
機関や民間事業者と連携し
ながら、日本を代表する国
際貿易港として、港湾機能
強化と港の賑わい創出に取
り組むとともに、カーボン
ニュートラルポートの形成
など、新たな施策に果敢に
挑戦していくとしている。
うち国際競争力向上に関す
る施策を紹介する。

コンテナ取扱機能強化
コンテナ取扱機能強化で
は、新本牧ふ頭の整備（港
湾整備事業費会計）に279
億7,255万円を計上、第1期
地区で護岸本体となるケー
ソン製作・据付工事の他、
埋立工事を進め、第2期地
区は護岸などの整備のため

の地盤改良や護岸本体とな
るケーソン製作・据付工事
を進める。新本牧ふ頭は、
高度な流通加工機能を有す
るロジスティクス施設（第
1期地区）と大水深・高規
格コンテナターミナル（第
2期地区）からなる新たな
物流拠点であり、市内公共
工事から発生する土砂など
を安定的に受け入れる役割
も担っており、21年10月か
ら埋立てを開始している。
また南本牧ふ頭CT背後

地の整備に2億3,981万円を
計上、一体運用に加え、
CT背後地5-1ブロックの道
路を整備する。南本牧ふ頭
では、世界最大級のコンテ

ナ船に対応するため、国内
最大・唯一の水深18m岸壁
を有する高規格コンテナタ
ーミナルの整備を進め、21
年4月に全面供用している。
世界最大級のコンテナ船運
航会社マースクがMC1～4
の一体運用を開始、多方面
の航路の船舶が船型やスケ
ジュールなどに応じ施設全
体を柔軟に利用できる画期
的な運用が実現している。
引き続き、取扱貨物の増大
と効率的な取り扱いに向け
て、コンテナターミナルの
背後地5-1ブロックの整備を
進めていく。

工夫を凝らす再編強化
さらに本牧ふ頭の再編強
化には101億688万円を計
上、超大型コンテナ船への
対応を図るため、D4-D5コ
ンテナターミナルの一体的
な運用に向けてD5CTの再

整備を進める。また、コン
テナ貨物取扱量の拡大と定
着に向けて、A突堤におけ
るロジスティクス拠点の形
成のため、排水施設などの
基盤整備を進めるととも
に、物流施設整備費貸付金
など国の支援制度も活用し
て事業者の進出を促進す
る。具体的には、D5岸
壁・荷さばき地の改良を進
めるとともに、臨港幹線道
路（本牧～山下間）を調査
する。国･民間事業者と連
携したBCターミナルにお
けるRTG（タイヤ式門型ク
レーン）の遠隔操作実証事
業やA突堤ロジスティクス
拠点の排水施設などの基盤

整備、無利子貸付金（港湾
整備事業費会計）でA突堤
における民間事業者による
倉庫建設の促進などを進め
る。
さらに国際コンテナ戦略
港湾の推進（集貨）に5,123
万円を計上、横浜川崎国際
港湾（YKIP）を中心に、
国の補助制度を活用した航
路ネットワークの拡充を目
的とした支援策を展開する
とともに、国と連携した荷
主企業に対するポートセー
ルス、内航コンテナ船によ
る国際フィーダーの強化な
どに取り組む。

自動車取扱機能強化
一方、自動車貨物取扱機
能強化として、大黒ふ頭嵩
上げ事業に1億4,360万円、
海岸保全施設の整備に1億
1,000万円を計上している。
完成自動車は、横浜港の主

力輸出品目であり、大黒ふ
頭は「東日本最大の自動車
取扱拠点」となっている。
自動車専用船の大型化や着
岸隻数の増加に対応するた
め、自動車専用船岸壁の改
良、コンテナターミナルの
自動車ターミナルへの転換
などを進めており、今春に
は横浜航路側のP3-P4、T3-
T8の岸壁改良により、全
長200m級の大型自動車専
用船が5隻同時に着岸可能
な日本最大級の延長1,400m
の連続バースが完成した。
また、横浜港埠頭（YPC）
により南本牧ふ頭に利用者
が移転したC4コンテナター
ミナルについて、自動車タ
ーミナルへの転換を図り、
それらの結果、11隻同時着
岸可能な日本最大の自動車
取扱拠点が誕生した。
横浜市では、10年後の横
浜港の姿を描く港湾計画の
改訂を24年度頃に予定して
いる。22年度は、横浜港の
将来像を展望した長期的ビ
ジョンの策定や計画の改訂
に必要な基礎調査・検討な
どを進める予定で、これに
1,109万円を計上した。 

安全・安心で環境に
やさしい港
2050年の脱炭素社会の実
現を目指し、国や民間事業
者等と連携しながら、カー
ボンニュートラルポート形
成の取り組みを進めてい
る。水素などの輸入拠点化
や供給インフラの整備、埠
頭における自立分散型電源
確保、船舶への陸上電力供
給、荷役機械・トレーラー
などの燃料電池化など、水
素などのサプライチェーン
構築、需要拡大に向けた検
討を進めていく。また、豊
かな海づくり事業として、
新本牧ふ頭における生物共
生型護岸の整備、CO2を吸
収する「ブルーカーボン」
としての機能を担う藻場・
浅場の形成、市民に開かれ
た漁港の改修などにも取り
組む方針だ。水素利活用シ
ステムの検討調査に6,000万
円（21～22年度受託費）を
計上、国立研究開発法人新
エネルギー・産業技術総合
開発機構（NEDO）からの
受託調査として、臨海部に
おける水素の製造・調達や
利活用のポテンシャルを調

査するとともに、これらの
実現可能性や経済性を分析
する。また制度面・ハード
面における課題を整理す
る。
カーボンニュートラルポ
ート形成の取り組みに6,168
万円を計上、カーボンニュ
ートラルポート形成計画の
作成に向けた検討や水素な
ど輸入拠点の形成に向けた
検討、船舶への陸上電力供
給設備の設計、カーボンニ
ュートラルポート形成推進
会議の開催による、国や民
間事業者などとの具体的な
取り組みの検討を進める。
一方で安全で安心な港づ
くりとして、19年の台風で
被害を受けた金沢区福浦地
区護岸復旧事業の仕上げと
して、護岸上に遊歩道を再
生するとともに、百数十年
に一回の頻度で発生する防
護レベルの津波や高潮、高
波からの被害を防ぐため、
大黒ふ頭地区において護岸
の嵩上げを基本とした海岸
保全施設の整備などを進め
る。また、港湾施設の計画
的な点検や修繕・改良工事
を実施し、施設の長寿命化
を図るとともに、感染症や
特定外来生物への対応を含
む水際の保安対策に着実に
取り組み、港湾の働きやす
い環境を整備する。金沢福
浦地区遊歩道等復旧事業に
1億5,000万円、海岸保全施
設の整備に1億1,000万円、
港湾施設等の維持保全に14
億3,682万円、保安対策（特
定外来生物・SOLAS対策）
に3億8,492万円、働きやす
い港湾の環境整備に1億
8,620万円をそれぞれ計上し
ている。
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横浜市港湾局は、22年度予算概要を公表、国際競争力のある港に向け、新本牧
ふ頭の整備、南本牧ふ頭コンテナターミナルの一体運用、本牧ふ頭D5CTの再整備、
A突堤ロジスティクス拠点の形成など本牧ふ頭の再編強化に取り組むとともに、
11隻の大型自動車専用船の同時着岸に向けた大黒ふ頭で岸壁改良など自動車取扱
機能強化に取り組む。

横浜市港湾局
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近海航路の寄港増加
外船社では、Maersk

（デンマーク）傘下のアジ
ア域内専業船社Sealand
Asia（シンガポール）が昨
年6月から日本／台湾／華
南航路で、新たにJTSを開
始した。Yang Ming（台湾）
が同航路で2,940TEU型4隻
を投入してサービス中の
Japan Taiwan South China
Express（JTS）の南航のス
ロットを借り、横浜にも寄

港する定曜日ウィークリー
サービスを展開中だ。
ま た 、 韓 国 船 社 の

Namsung Shipping（南星海
運）は8月から、日本／華
南／東南アジアを直航で結
ぶJapan Thailand Vietnam
Service（JTVS）を開始し
た。横浜に毎週土曜日に寄
港する定曜日ウィークリー
サービスを実施している。
9月中旬には、RVC Line

（UAE）が日本からチリの
イキケ向けのRo/Ro配船を

開始。既存のRo/Ro船運航
船社によるスペース確保が
難しい状況の中、チリ向け
中古車輸出業者にとっては
朗報となった。積み地は大
阪、横浜の2港。
今年に入るとFESCO

（ロシア）がCMA CGM
（仏）と協調配船している
日本／極東ロシア航路の
JTSLで、1月末からFESCO
が1隻を追加投入し、既存
航路と単独の隔週配船を開
始した。“FESCO Yanina”
（800TEU）を投入しloop 2
を開始したもので、ウラジ
オストク～富山新港～神戸
～横浜～仙台～ウラジオス
トクのローテーション。
さらにCMA CGM（仏）

傘 下 の Cheng Lie
Navigation（CNC、台湾）
が3月末から日本／中国／
ベトナム航路で新たに
Japan China Vietnam（JCV）

を開始した。JCVにはコン
テナ船3隻を投入し、横浜
に金・土曜日寄港でホーチ
ミン・ダナンを結んでい
る。

CMA CGMの
14,000TEU型初寄港
一方、CMA CGM Japan

は昨年12月、横浜港本牧埠
頭D-4バースにとり寄港最
大 船 型 と な る “ APL
Esplanade”（13,892TEU）
が初入港（写真左）したの
に合わせ、横浜市港湾局と
初入港記念セレモニーを開
催した。本船は南米から主
にフルーツなどを梱包した
リーファーコンテナ約330
本を横浜へ運んできた。

同船は、CMA CGMが
COSCO（ 中 国 ） 、
Evergreen（台湾）、OOCL
（香港）と構成するOcean
Allianceのアジア／中南米
航路で9,000～14,000TEU型
11隻 を 投 入 し て い る
ACSA1/WSA4に就航して
いる。

ZIMのチリ向けPCTC
初寄港
また、直近ではZIM

Integrated Shipping
Services（イスラエル）が
新規開設した中国・日本／
チリ航路に投入した自動

車 ・ ト ラ ッ ク 専 用 船
（PCTC）“NOCC Oceanic”
（6,500台積み、写真）が5月
1日、横浜港大黒ふ頭の完
成車ターミナルに初入港し
た。横浜ではシャシー車
（トラックのキャビンとシ
ャシーのみで荷台が架装さ
れていないもの）を数百台
船積みした。ZIMは日本か
らイスラエル向けに4,000台
積みPCCを月間1便配船し
ているが、日本からの東航
配船は初めてで、EV（電
気自動車）化による仕出し
地の多様化に積極的に対応
するという。

〒102-8350　東京都千代田区麹町一丁目6番4号
TEL. 03-3238-6666　　FAX. 03-3238-6638

URL: https://www.nissin-tw.com  

「世界の人々に感動を運び、

　　　　　地球を笑顔で満たす」

国際物流のパイオニア
本　　社　〒231-0021  横浜市中区日本大通7番地
　　　　　TEL.045-671-5330㈹　FAX.045-671-5333
東京本社　〒105-0004  東京都港区新橋1丁目11番7号
　　　　　TEL.03-3575-8230㈹　FAX.03-3575-8231
    https://www.suzue.co.jp

邦船3社のコンテナ船事業統合会社、Ocean  Express（ONE）は、日本関係
貨物（日本発着+日系荷主の3国間輸送）取扱量が全体の約2割を占め日本への母
船寄港にこだわり、アジア域内、オセアニア、南米、欧州など多様なサービスで
横浜港の拠点化を図る一方で地方港展開や北関東インランドコンテナデポ（ICD）
活用などの展開を進めている。昨年4月には横浜港へのコンテナ船の寄港を南本牧
ターミナル（MC1・2・3・4）に集約、荷役作業の効率化やターミナル内でのト
ランシップなど柔軟な一体運営を実現し、さらなるサービス向上を図っている。
また、外船社もサービス改編や新規開設で横浜港の寄港が相次いでいる。

横浜港では船舶の大型化
に対応し、基幹航路の維
持・拡大を図るため、「集
貨」「創貨」「競争力強化」
の3つの施策を展開。横浜
川崎国際港湾株式会社
（YKIP）を中心に、国の補
助制度を活用した航路ネッ
トワークの拡充を目的とし
た支援策を実施、また、国
と連携した荷主企業に対す
るポートセールス、内航コ
ンテナ船による国際フィー
ダーの強化策として、基幹
航路の維持・拡大などに向
けた集貨支援、国と連携し
た荷主企業等へのポートセ
ールスの実施、荷主意見交
換会の開催など、国際フィ
ーダーの強化策の検討（東
日本を中心とした各港との
連携した内航船の利用促

進・航路網強化等）と取り
組んでいる。
日本内航海運組合総連合
会の基本政策小委員会フィ
ーダーコンテナワーキン
グ・グループがとりまとめ
た「20年度内航船によるフ
ィーダーコンテナ輸送調査
結果報告書」によると、コ
ロナ禍で全国的な輸送量が
前年度比17%と2ケタ減と
なった中、横浜港は7%減
の 17万 2,922
TEUと小幅な
減少にとどま
り、前年度に
続き全国2位を
維持、全国の
12%を占めた。
内訳は、実入
りの積みが6万
114TEU、実入

りの揚げが4万5,256TEU、
空の積みが2万3,670TEU、
空の揚げが4万1,882TEUだ
った。コンテナ不足の影響
で下期にコンテナ余剰港か
ら不足港への空コンテナの
国内回送が増え、横浜港で
も空の積みが44%も急増し
た。
同報告書は、内航海運事
業者、旅客フェリー（長距
離フェリー）事業者10社に
対して21年4月～6月に調
査、全10社から回答を得た。
対象船舶は62隻（前年65隻）
だった。

集貨支援へフィーダー網拡充
東日本中心に内航船の利用促進

外船社のサービス改編や新規寄港も相次ぐ
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横浜重量物梱包センター
：日新
日新が本牧ふ頭A突堤で
建設を進めていた「横浜重
量物梱包センター」が竣工、
21年7月から開業した。同
施設は敷地面積1万4,974.21
㎡に鉄骨造り平屋建てで延
べ床面積が1万85㎡の規模。
横浜港内のコンテナターミ
ナルに至近の立地であると
ともに、首都高速湾岸線や
国道357号線などで首都圏
全域への交通アクセスに大
変優れている。設備面では

定格荷重80トンまで作業対
応可能な天井クレーンを導
入し、従来よりも大型重量
貨物の輸出梱包・荷役作業
が可能となるほか、奥行き
25m×全幅96mの大庇で雨
天時でも荷役作業が可能と
なる全天候型の作業スペー
スを持つ。また、直結する
公共岸壁を活用すること
で、敷地前面での艀・在来
貨物船の荷役作業が可能と
なるなど、従来の施設に比
べて大幅に作業能力が向上

している。日新では同施設
を「京浜地区における輸出
事業の中核拠点」として位
置づけ、高品質な物流サー
ビスを提供していく方針
だ。
さらに日新では23年9月

の営業開始を目指し「神奈
川埠頭危険物倉庫（仮称）」
の建設を進めている。新倉
庫（神奈川県横浜市神奈川
区恵比須町9-7、5-14）は、
同社神奈川埠頭営業所の再
開発計画の一環として、そ
の跡地に建設するもので、
危険物倉庫と高圧ガス倉庫

の機能を有する。
敷地面積2万1,389.95㎡に
鉄骨造り平屋建て（危険物
倉庫、高圧ガス倉庫）、鉄
骨造り2階建て（普通倉庫）
を 建 設 、 保 管 面 積 は
8,572.86㎡となる。
同社は同施設を「京浜地
区における危険物と高圧ガ
スの入出庫保管、輸出入の
拠点」として位置付け、ま
すます高まるケミカル物流
のニーズに対応していく方
針だ。

最新鋭冷蔵倉庫・本牧物
流センター：キョクレイ
ニチレイロジグループの
キョクレイは21年3月に、
設備能力3万773トン、環境
負荷低減と自動化機能を備
えた最新鋭冷蔵倉庫「本牧
物流センター」（神奈川県
横浜市中区本牧ふ頭8-110）
を稼動した。
同センターは高効率自然
冷媒（NH3/CO2）冷凍機
とLED照明の採用による環
境負荷低減と、入退室者の
体表面温度測定を兼ねた顔
認証システムでのセキュリ
ティー機能を備えるほか、
自動化設備などの先端技術
を導入した最新の冷蔵倉庫
だ。
また豊富なFC級兼用庫

腹と多温度帯に対応した小
部屋保管庫を保有し、きめ
細かな温度管理サービスの
提供が可能だ。
また、自動運転フォーク
リフトをはじめとした最新
の自動化設備を導入し、業
務効率化を進める。輸配送
機能は、周辺既存拠点との
輸配送網の構築やグループ
会社であるNKトランスの
事業所を設置することで運
送機能の強化、トラック予
約システム導入による車両
待機時間の短縮を実現す
る。設備はF級冷蔵庫8,812

トン、FC級兼用が7,756ト
ン、C級1万4,205トンを備え、
地上4階建て免震構造（冷
蔵倉庫部分）、接車バース
は24基。

南本牧物流センター2号
棟：上組
上組は、南本牧ふ頭（神
奈川県横浜市）で建設を進
めてきた定温機能を備えた
「南本牧物流センター2号
棟」を21年8月に竣工した。
同地区における主力商材で
ある穀物類（大豆、小豆、
緑豆、雑豆など）の取り扱
いが増大しており、今後も
需要拡大が見込まれること
から、安定的なサービス提
供の実現に向け同倉庫を建
設したもので、全保管庫に
定温設備を備えることで厳
格な温度管理による品質管
理を実現するとともに、大
豆をはじめとするバルク貨
物の自動計量袋詰め設備を
備え、作業の迅速化と省力
化を図っている。また、隣
接する稼働中の「南本牧物
流センター1号棟」との一
体稼働で業務コストの改善

と物流品質のさらなる向上
を実現する。新倉庫屋上一
面に太陽光パネルを敷設
し、施設内の使用電力の一
部をまかない環境にも配慮
している。南本牧物流セン
ター2号棟（神奈川県横浜
市中区南本牧3-10、11）は
敷地面積2万7,236.73㎡、鉄
骨造り4階建てで、延べ床
面積が2万6,951.39㎡、垂直
搬送機5基、貨物用エレベ
ーター1基、大豆搬出入プ
ラント1基、太陽光発電量
357.3kW。

危険品立体自動倉庫
：鈴江コーポレーション
鈴江コーポレーション

は、新杉田埠頭倉庫営業所
（神奈川県横浜市金沢区鳥
浜町11）で危険品立体自動
倉庫の建設を進めている。
同営業所はタンク設備・保
税蔵置場を有する危険品に
特化した営業所で、新型コ
ロナウイルス感染症流行に
伴い、需給がひっ迫するお
それのある、医薬品・医薬
部外品・衛生品の原材料の
専用倉庫を建設する。長年

蓄積した危険品取り扱いの
実績とノウハウ、人材を生
かし、首都圏の医療崩壊を
防ぐべく必要物資の流通安
定化を確保し、社会貢献を
果たしていく方針だ。
同営業所は敷地面積約2

万3,000㎡を有し、2万3,000
トンの船舶を繋船可能な桟
橋もあり、本船での入出庫
作業が可能。また敷地内に
はタンク設備・危険品倉
庫・動植物油脂倉庫・普通
品倉庫があり、消防法第四
類危険物・劇毒物・指定可
燃物などに特化し、ケミカ
ル品から油脂類製品まで幅
広い貨物の保管が可能。建
設する危険品立体自動倉庫
は、敷地面積590.15㎡に鉄
骨造り高さ20.65mを建設、
荷姿はペール缶、ドラム缶
などを対象として、保管貨
物は消防法第四類に対応し
た物品、保管量は1,580パ
レット。さらに地震対策と
して制振ダンパー・制振ス
トッパーを採用、浸水対策
として、腰壁・制御室など
を1mかさ上げし塩害仕様
を施す。
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京浜海運貨物取扱同業会
会  長       石 黒 明 博
副  会  長       富 田 泰 史
副  会  長       矢 吹 欣一郎
副  会  長       大宮司 典 夫
副  会  長       飯　塚　利　信
副  会  長       早　川　正　雄

理  事  長       矢 吹 欣一郎
副理事長       富 田 泰 史
専務理事       降 幡 幸 朋

理  事  長       山 田　　　驪
副理事長       早 川 正 雄
副理事長       中 村 光 雅
専務理事       伊 東 直 樹

理  事  長       富 田 泰 史
副理事長       辻   克 行
専務理事       石 川 一 彦

〒231-0023 横浜市中区山下町279番地  横浜港運会館1階 電話 045-671-9825  FAX 045-671-9830

協同組合 東京海貨センター

〒143-0001 東京都大田区東海4-3-1 電話 03-3790-8181  FAX 03-3790-9531

横 浜 港 運 事 業 協 同 組 合

〒231-0811 横浜市中区本牧ふ頭1 電話 045-622-4451  FAX 045-623-4305

京浜輸出入貨物取扱業協同組合

〒230-0054 横浜市鶴見区大黒ふ頭19 電話 045-506-5971  FAX 045-506-5977

物流があるから、 世界はいつも新しい。
モノを作っている人がいて、売っている人がいる。

そこには必ず「つなげる人」がいる。正確に、丁寧に、安全に。
あなたの手元から、新たな景色を広げるために。

ヒト、モノ、コトの接点を生み出す。ケイヒングループ。

横浜市では、国際コンテナ戦略港湾政策において、コンテナターミナルの近接地
に流通加工や温度管理などの高機能な物流サービスを提供するロジスティクスによ
るコンテナ取扱強化施策として「創貨」を位置づけている。臨海部の物流拠点は、
保税上の利便性や迅速な貨物の配送などの環境が整備され、輸送の効率化や雇用の
確保などの点でも注目されている。横浜港では、こうした時代の要請とともに、生
産拠点の海外移転などを踏まえ、これまで中心だった輸出貨物に加え、輸入貨物の
取扱機能強化策としてもロジスティクス拠点の形成を進めている。その一環として、
本牧ふ頭A突堤の横浜港埠頭用地約13haにロジスティクス拠点の整備を進めてお
り、21年までに3棟の倉庫が新規稼働した。引き続き、新たなロジスティクス施
設の進出を促進し、拠点形成を進めている。
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日本郵船、東芝エネルギ
ーシステムズ、川崎重工業、
日本海事協会（ClassNK）、
ENEOSの5社は、20年9月
に国立研究開発法人新エネ
ルギー・産業技術総合開発
機構（NEDO）から助成事
業の公募採択を受けた「高
出力燃料電池搭載船の実用
化に向けた実証事業」で横
浜市と包括連携協定を締結
した。協定書の締結により、
両者は今後、高出力燃料電
池搭載内航船舶（水素FC
船）の開発、船舶向け水素
燃料供給の開発、船舶での
水素エネルギー利活用の情
報発信、その他、災害時に
おける高出力燃料電池搭載
内航船舶を活用した事業継
続性の検討の5項目で連携
していく。横浜市は港湾に
おける脱炭素化の実現を目
指し、カーボンニュートラ
ルポートの形成に向けた取
組を進めており、日本郵船
ら5社は24年までに水素FC
船の開発・実証運航を目指
し、横浜市と連携して環境
に配慮した船舶への対応を
いち早く進めるとともに、
横浜港から脱炭素化社会の
実現を目指す。

商船三井、エコバンカーシ
ッピングと覚書
商船三井、エコバンカー

シッピングと横浜市は、カ
ーボンニュートラル実現に
向け、LNGなどクリーン代
替燃料を使用する船舶の就
航促進や横浜港での円滑な
受け入れなどに関して3者
間で覚書を締結し、連携し
ていくこととなった。横浜
港は、カーボンニュートラ
ルポートを目指し、その取
り組みの一環としてLNGバ
ンカリング（燃料供給）拠
点の形成を進めており、横
浜市がバンカリング船の係
留場所となる岸壁を整備
し、エコバンカーシッピン
グがバンカリング船を建造
している。一方、商船三井
グループは「商船三井グル
ープ環境ビジョン 2.1」を
策定し、2050年カーボンニ
ュートラルと国際海運から
の温室効果ガス排出削減に
向けて、重油に代わる各種
クリーン代替燃料の導入に
取り組んでおり、目下は現
時点で最も実用可能な液化
天然ガス（LNG）を使用す
る船舶の就航を促進してい
る。21年10月に「2050年カ
ーボンニュートラル実現に
向けたクリーン代替燃料船
の就航促進と横浜港での円
滑な受入れ等に関する覚
書」を締結、横浜港におけ
るクリーン代替燃料船の円
滑な受け入れの実現に関す
ること、安全で円滑なクリ
ーン代替燃料供給に関する

こと、環境負荷低減の取り
組みの市民などへのPRに
関すること、その他、3者
が取り組む事業に関するこ
とについて連携していく。

ENEOSと水素供給インフ
ラ整備で連携
横浜市はENEOSとの水

素サプライチェーン構築に
向けた連携協定を締結、パ
イプラインをはじめとする
水素供給インフラ整備に向
けた検討に共同で取り組
み、全国に先駆けて水素社
会の実現に挑戦するととも
に、カーボンニュートラル
ポート（CNP）の形成をは
じめとする臨海部の脱炭素
化を目指す。横浜市は
「Zero Carbon Yokohama」
を掲げ、2050年までの脱炭
素化の重点施策として、水
素社会の実現に向けた取り

組みを積極的に進めるとと
もに、臨海部は輸出入など
の物流拠点であり、製造業
も集積していることから、
高い水素利活用ポテンシャ
ルがあり、水素など次世代

燃料の輸入・貯蔵・利活用
を通じたカーボンニュート
ラルポート形成によって、
臨海部の脱炭素化を目指し
ている。市内に水素製造拠

点を有し、水素ステーショ
ンを6カ所展開するほか、
グリーンイノベーション基
金を活用して、CO2フリー
水素のサプライチェーン構
築 実 証 に も 取 り 組 む
ENEOSが、水素の面的利
用において重要な水素パイ
プラインに関する調査を開
始しているが、同市が目指
す臨海部の脱炭素化の同取
り組みに資することから連
携協定を締結することとな
った。協定では水素の輸
入・貯蔵・供給・利用を促
進するためのインフラ整備
に関すること、水素の利活
用促進に資する活動に関す
ることについて連携するも
ので、横浜市の臨海部でエ
ネルギー消費量の大きい工
場などが多く、次世代エネ
ルギー源である水素の需要
ポテンシャルが高いと想定
できるため、パイプライン
をはじめとした市内の水素
供給インフラの整備を2者
が連携して推進すること
で、水素の利活用を加速さ

せる環境を整える。そのほ
か、広く水素供給・利活用
に資する活動で連携するこ
とで、水素社会の実現を目
指すという。

神奈川大学と協定を締結
横浜市と神奈川大学は、

臨海部で相互の知見や専門
性を活用した共同研究や、
教育全般に係る支援・協力
のもと実証実験、研究開発、
情報交換などを通じて、脱
炭素社会の実現など現代
的・先端的課題の研究、横
浜港の機能強化と高度な専
門知識を備えた人材の育成
に向けて相互に協力するこ
とを目的とした協定を締結
した。主な連携内容は、相

互の知見や専門性を活用し
た共同研究や教育全般に係
る支援・協力に関するこ
と、脱炭素社会の実現に向
けた港の環境に関するこ

と、物流機能の強化に関す
ること、港の観光と賑わい
創出に関すること、港の防
災力強化に関することな
ど。具体的には神奈川大学
は「海とみなと研究所」を
設立し、港湾地域の社会や
企業が求める現代的・先端
的課題研究など幅広い分野
について横浜市と連携しな
がら研究を進めていく。太
陽光パネルを横浜港内の広
大な海上に設置し、陸上ソ
ーラー発電との性能比較や
海中生物の付着対策を実
験・検証する。横浜市は実
験フィールドを提供すると
ともに、カーボンニュート
ラルポート形成のための取
り組みの一環で、連携しな
がら実用化に向けた検討を
進める。さらに神奈川大学
学生と横浜市職員が連携
し、クルーズ旅客を対象と
した学生による観光ニーズ
などの調査、市内観光ツア
ーの造成や観光ガイド（通
訳ボランティア）、カーボ
ンニュートラルポート形成

に関する共同研究として、
海中ソーラー発電システム
による停泊中の船舶への電
源供給を検討、神奈川大学
の講義への横浜市職員の参
加や港湾局技術報告会・港
湾工事現場見学への学生の
参加などを進める予定だ。

YKIP/YPC、横浜港で
CO2排出量を年間1万280
トン削減へ
横浜市、横浜川崎国際港
湾（YKIP）、横浜港埠頭
（YPC）は、脱炭素化の取
り組みの一環として今年度
からYKIPとYPCが管理す
る港湾施設の電力を再生可
能エネルギー由来の電力に
切り換える。これによって
CO2排出量を年間約1万280
トン削減する。政府は
「2050年までに温室効果ガ
ス排出を全体としてゼロに
する」カーボンニュートラ
ルを目指すことを宣言、
「2050年カーボンニュート
ラルに伴うグリーン成長戦
略」で、横浜港については
脱炭素化に配慮した港湾機
能の高度化などを通じて
「カーボンニュートラルポ
ート（CNP）」を形成し、
脱炭素社会の実現を目指す
と位置付けている。横浜港
のターミナル運営会社であ
るYKIPとYPCは、港湾施
設で使用している電力を従
来の化石燃料由来のものに
代えて、再生可能エネルギ
ー由来の電力を調達するこ
とで、環境負荷の低減を図
る取り組みを検討してき
た。新年度から両社のター
ミナルの電力調達におい
て、再生可能エネルギー由
来の電力に切り替え使用す
るもので、YKIPは実質CO2
フリー電気（RE100適用可
能）を導入、年間CO2排出
量約9,300トン削減、一方
YPCは再生可能エネルギー
電気（RE100適用可能）を
導入、年間約980トン削減
する。

豊かな海づくり
藻場・浅場を形成し、ア
マモや貝類などが生息する
ことで、赤潮の発生原因と
なる窒素やリンを吸収し、
水質を改善する。また、稚
魚の成育や産卵の場となる
ほか、ブルーカーボンとし
て脱炭素化の推進につなが
る。一方、生物共生型護岸
として、護岸の壁面に波を
穏やかにするスリットを設
け、上部は日が差し込む構
造、中には自然石を敷いて、
海藻や海生生物が生息する
自然の岩礁を再現する。こ
れにより、海藻類が繁茂し、
稚魚の成育や産卵の場とし
ていく。横浜市では、これ
らの対策に22年度、192億
6,807万円の予算を計上して
いる。
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横浜港では、2050年の脱炭素社会の実現を目指し、国や民間事業者等と連携しながら、カーボンニュートラル
ポート（CNP）形成の取り組みを進めている。水素などの輸入拠点化や供給インフラの整備、埠頭における自立分
散型電源確保、船舶への陸上電力供給、荷役機械・トレーラーの燃料電池化など、水素などのサプライチェーン構
築、需要拡大に向けた検討を進めている。一方で、豊かな海づくり事業として、新本牧ふ頭における生物共生型護
岸の整備、CO2を吸収する「ブルーカーボン」としての機能を担う藻場・浅場の形成、市民に開かれた漁港の改修
などの取り組みも同時に進めている。カーボンニュートラルポートの実現には、さまざまな分野における関係者と
連携して取り組みを進めていくことが不可欠で、横浜市は民間事業者や大学と協定を締結し、産官学一体となって
脱炭素社会の実現に向けた取り組みを推進している。
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横浜市港湾局
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癬まず、労使協調。二つ
目は港湾管理者と我々、港
湾関係の業者との風通しが
極めて良い事、これが柱だ。
さらに利用者の要望をよく
聞き、応えている事だろう。
業者との風通しが良いの
は、定期協議だけでなく、
日常的に協議し、何かあれ
ばすぐに連絡、「飲み二ケ
ーション」も行っている。
港運協会内に多くの委員会
があるが、一番活動してい
るのが労務委員会で、常に
働く環境を考えている。会
議室で逢った時だけ労使が
話し合うのでは上手くいか
ないだろう。世界的に権威
のある世界銀行の調査でも
横浜港の荷役効率がコンテ
ナ港湾のトップとなるなど
その結果が表われている。

腓withコロナの時代に、港
運業界が果たしていくべき
役割は何か。

癬これは安定したサービ
スしかない。その為にも、
ワクチン接種を国主導でキ
チンと実施して欲しい。国
は港湾や物流関係者をエッ
センシャルワーカーと位置
づけながら、ワクチン接種
で何もやってくれず、冷た
い。横浜の港運関係者は横
浜中華街発展会協同組合と
組んで枠を取り、大規模接
種を実施、4、5百人参加し
た。横浜中華街発展会協同
組合さんからワクチン接種

の機会を与えて頂いたのは
本当に助かった。国土交通
省のワクチン接種促進策で
困ったのは自分達が接種リ
ストを作成し、医師、看護
師を手配、会場を設定しな
くてはならない事だった。
「エッセンシャルサービス」
に対する「不要不急」業務
とは言ってもどこに境目が
あるか分からないが、「今
こそ、不要不急だ」と言っ
ている。これからは「不要
不急」の方が大事になって
くる。飲みに行ってストレ
ス解消するので翌日の仕事
が進む。必要不可欠な事だ
けをやっているとおかしく
なる。

腓CONPASやサイバーポ
ートなど国が進める港湾物
流の効率化への取り組みへ
の評価は。

癬国土交通省主導の港湾
情報システム（CONPAS：
Container Fast Pass）など
物流の効率化を進めるのは
当然のことであり、これを
含めて利用者の要望に応え
る事が必要だ。物流の効率
化が進まない原因の一つは
役所なのだ。役所の縦割り
行政が効率化を妨げていた
が、役所が重い腰を挙げ、
進みつつある。港湾の関係
業務は国交省から法務省、
財務省など多岐に亘り、そ
れぞれが独自のシステムを
持っていたので、統合する
ためには時間が必要で、
我々、港湾物流業者はそれ
に「対応させられている」
状態だ。本来、港湾物流業
者はもっと進めたいが役所
の対応が進まなかった。も
う一つの要因は港湾労働法

（港湾運送業務に関する労
働者派遣業務などに関わる
法律）の問題もある。IT化
などは港湾サイドに任せ
て、全国で統一すれば良く、
地方自治体が港湾管理者と
なっている日本は各県や市
がバラバラに対応、横のつ
ながりなど風通しが悪くそ
れが対応の遅れを招いた。
だから国ぐるみで対応した
中国に追い越されてしまっ
たのだ。中国は港湾のコロ
ナ対応も国主導で行い、早
かった。憲法改正も良いが、
まず港湾法を改正して貰い
たいものだ。道路や河川、
橋などには国交省が出てく
るが、港湾法には国交省の
名前は出てこない。この原
因はGHQ（連合軍総司令部）
が港湾まで見られないか
ら、地方自治体に任せてお
け、と言ったからで、70年
経っても変わっていない。

腓荷役機械の自動化や遠
隔操作など、新しい技術の
導入のあり方について。

癬技術革新は日進月歩で
自動化、遠隔操作は当たり
前の事で、自分達はそれに
合わせて行く。ただ、そこ
には「人ありき」で、そこ
で働く人やその生活を無視
してはいけない。それらに
気を遣いながら進めていく
ことが唯一大切なことだ。
機械化や合理化の論議で
は、右とか左のどちらか一
方の選択が論議されるが、
全面的な機械化、無人化で
はなく、人間を加えたバラ
ンスが大事だ。AI（人工知
能）が進めば、世の中の全
ての自動化が可能となる
が、その時点で考えれば良

いのだ。我々は
技術革新の進展
に歩調を合わ
せ、安全、安心
で港湾人の生活
が維持できる事
をベンチマーク
にして対応して
いく。
一般に労働力
不足と言われて
いるが、港湾関
係はさほど人手
不足ではない。
実際、厚生労働

省から「横浜港は日雇い労
働者を使いすぎる」とクレ
ームがつくが、港運業務の
波動性を吸収するにはある
程度の余力が必要だ。これ
を無視して、国が数字だけ
で現場の労働需給状況を把
握しようとするとおかしな
ことになる。厚労省の委員
会で本省の課長、局長の意
見は現場の状況、意見が全
く分かっていない。港湾労
働者の抱え方や事情が同じ
京浜港でも異なるが、その
実態を役所は理解せず、説
明しても任期3年で異動し、
引き継がれないのだ。

腓カーボンニュートラル
ポート（CNP）やLNGバ
ンカリング拠点形成など、
環境負荷低減への動きに対
応した港運業界の取り組み
について。

癬総花的にSDGsと言って
いるが、ポイントを絞って
具体化、具現化することが
大切だと考える。実際、省
エネだ、炭素排出量削減だ、
と言っているが、省庁とし
てはどこに予算をつけるべ

きか分からないのが本音だ
ろう。
横浜港の場合のCO2削減

は、本船接岸時の発電用補
助エンジン停止が一番効果
的だ。内陸の工場の炭素排
出量は全て下がっているの
に、港湾エリアだけCO2排
出の数値が上がっている。
日本では本船の発電用エン
ジン稼働に関する規制が全
くない。接岸時に陸上電源
を使用するには港湾管理者
や埠頭運営会社が予算を付
けて整備することが必要だ
が、受け取る側の本船も設
備を持たなくてはならない

ので、結構投資額が大きく
なる。必要性の高い分野か
ら順位を決めて取り掛かる
のが現実的で、観光に予算
をつけるよりもこちらが先
だ。港湾エリアは区域がは
っきりしているので、施策
を実施する場合は一番早く
できる。例えば、軽量とな
った太陽光パネルを倉庫の
屋根部分につけて新エネル
ギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）に売電すれば
投資も回収できるから、必
要性や手を付けやすいとこ
ろから取り掛かったら良い
だろう。

横浜港のターミナルオペレーター、港湾運送事業者約240社でつくる横浜港運協
会。協会として港湾作業の自動化や業務のIT化に積極的に受け入れ、対応する姿勢
を示す。現会長の藤木幸太氏は、「荷役自動化は時代の流れ」としつつも「そのベー
スは労使協調を基盤とした、『人ありき』で、そこで働く人やその生活を無視しては
いけない」と説く。一昨年の就任時に「時代が変化しようとも、横浜『港湾人』の
心の継承を忘れない」と抱負を語り、代々受け継がれた『港湾人』のプライドと固
い結束力をベースに港湾人を率いる。藤木会長に横浜港の強みや港湾作業の効率化、
自動化への対応などを聞いた。

安定した港湾機能維持は
労使協調と風通しの良い組織から

横浜港運協会会長 藤木  幸太 氏

KOREA MARINE TRANSPORT CO., LTD.KOREA MARINE TRANSPORT CO., LTD.

高麗海運株式会社

KMTC (JAPAN) Co., Ltd. 
Tokyo: 03-3500-5051      Osaka: 06-6243-1661

KMTC's homepage: http://www.ekmtc.co.kr / 

KMTC(JAPAN)’s homepage: http://www.kmtcjapan.com

Direct sailing from Japan to 
Malaysia and Singapore. 
With high quality service for the customer, anytime, everywhere.  

藤木  幸太（ふじき  こうた）氏 

1954年横浜市生まれ、早稲田大学教育学部卒。1978年
に商船三井に入社、79年藤木企業株式会社入社し、取締役、
副社長を経て1991年に社長就任。2020年6月から横浜港
運協会会長。

腓コロナ禍で世界の港湾
で混雑が深刻化、サプライ
チェーンに影響がでている
が、安定した港湾機能を発
揮している横浜港の強みに
ついて。

（南本牧ターミナル）
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21年2月27日～4月30日に
は、シャシー位置情報管理
実験を実証、分析結果では
1日のうち車庫・シャシー
プールでの平均停車時間は
約16時間（約8割）で、こ
の停車時間のうちオンシャ
シーが約7割を占めるなど、
非効率なシャシーの運用実
態が判明した。位置情報管
理実験については、位置情

報を取得するデバイスをシ
ャシーに取り付け、シャシ
ーの動態を把握するもの
で、対象エリア内の電波の
受信環境は概ね良好。集計
シャシー台数943台の移動
距離は24～8,061kmとまち
まちだった。最も移動距離
の長いシャシーでも68％は
稼働せず、時間帯別では日
中が約6割、夜間の8割が停
止時間で、また一度も稼働

しない日は日曜日を中心に
15日（対象期間63日間）あ
った。最も移動距離の短い
シャシーは、99.6％の時間
は停止しており、稼働した
のは5日（構成比8％）、1度
も稼働しない日は58日
（92％）だった。

シャシーシェアリング実証
実験
また21年6月21日～7月17

日にはシェアリング用シャ
シー、予約システムを用い
て実証実験し、その結果を
踏まえ、予約ルールの見直
しや必要台数の確保、シャ
シープールについては増設
や駐車場機能の導入、シャ
シーの位置情報提供機能を
予約システムに一元化する
といったシステム改善など
の、今後の対応方針をとり
まとめてい
る。さらにシ
ャシーの点
検・整備、故
障や備品交換
の対応方法、
特車申請の方
法などについ
ては引き続き
検討が必要だ
としている。
今後、22年
秋以降に第2
回シャシーシ
ェアリング実

証実験を開催する予定で、
1回目の結果やその後の検
討を踏まえ、シャシープー
ルを南本牧だけではなくも
う1カ所増設するとともに
種別台数割合を変更、車両
ナンバー認証カメラなどを
活用した出入管理、オンシ
ャシー駐車、利用陸運事業
者にシャシー位置情報を提
供するなど、新たな取り組

みを進める。また予約シス
テムをいつでも変更・キャ
ンセルができる方法に見直
すとともに、貸出・返却時
間は24時間対応とし、利用
時間も拡大するなど、さま
ざまな対応を図り、それを
実証する予定で、その結果
を踏まえ年度内に研究会と
して成果をとりまとめる方
針だ。

一般社団法人日本海事
検定協会の分析センター
は、昭和30年（1955年）に
東京と大阪の2箇所に開設
された。それ以来、国内
外の主要港での港湾業務
の拡大と幅広いネットワ
ークを活用した事業活動
によって、石油・石炭・
鉄鉱石・食品など、国民
生活にとって必要不可欠
な輸出入貨物の品質分析
の実績を積み上げ、その
間、分析技術を向上させ
つつ顧客ニーズに応えて
きた。横浜・大阪の分析
センターを始めとして、
石狩（平成15年）、苫小牧
（同年）、千葉（平成24年）、
名古屋（同25年）の4箇所
にサテライトラボがある。
このうち横浜分析セン

ターは、近年、事業規模
が急拡大してきたことで
分析センターが手狭とな
り、スペースの確保が緊
急の課題となっていた。
そうした状況にあって、
平成25年2月に協会創立100
周年を迎えることとなり、
その記念事業の一環とし
て、横浜市鳥浜地区に新
たな分析センターを建設
し、平成26年2月に移転を
完了し、分析業務を開始
した。
分析センターでは、輸

出入貨物の品質分析を主
な業務として行っている。
取扱品目は、鉄鉱石、石
炭、石油、化学品原料、
及び食品と多岐にわたっ

ており、国内外から当分
析センターに送付される
品物の種類は、着実に増
加している。また、貨物
にトラブルが起こった場
合の原因調査については、
最新機器と各分野に精通
した専門スタッフで様々
な要望に迅速・的確に対
応している。
今後も、国内外を問わ

ず、従来の業務に加えて
資源・エネルギー、及び
食品分野の安全と安心を
重要テーマとして、積極
的に取り組んでいく。
わが国を取り巻く社会

環境の変化に対して、分
析機関に求められる役割
は益々重要となる。目覚
ましい進歩に伴い多様化
している資源エネルギー
及び食品に関わる分析の
経験と知識を更に深めて
いくとともに、顧客の目
線を忘れずに国内外の社
会変化を先取りして、一
歩踏み込んだサービスを
提供していく姿勢を全面
に打ち出す。
同協会は、輸出入食品

や貨物の安全と安心を守
ることに加えて、視野を
広く保ち、情報発信力を
強化して、「これまでの100
年からこれからの100年」
を見据え、経営理念であ
る「信頼のブランドNKKK」
をあらゆる事業活動の原
点におき、国際社会への
永続的な貢献を目指す。

日本海事検定協会（NKKK）
分析センター（横浜）
国際社会への永続的貢献を目指す

“国際総合分析機関”

（写真　エスエス東京　島尾  望）

横浜港でシャシーシェアリングの実証実験横浜港でシャシーシェアリングの実証実験
輸送効率化と業務軽減へ

横浜港でシャシーシェアリングの実証実験

国土交通省関東地方整備局は、国際コンテナ戦略港湾京浜港の国際競争力強化を
図るため、コンテナ輸送の効率化、生産性向上に向けた取り組みを推進しており、
その一環として、コンテナターミナル周辺の混雑やドライバー不足など、ドレージ
環境が悪化する中、シャシーの位置情報を活用しつつシェアリングすることにより、
シャシー運用の効率性向上や、走行距離の削減、コンテナターミナル周辺の混雑解
消など、輸送の効率化と陸運事業者の業務軽減などの生産性向上を通じて、横浜港
の国際競争力強化に寄与することを目的とし、各関係者・関係行政機関などによる
「横浜港シェアリングエコノミー研究会」を設置し、ICTを活用したシャシーシェ
アリングのあり方について検討している。

シャシー位置情報管理実験
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外貿コンテナ取扱個数
（実入り空合計）のうち輸
出が7.0％増の137万 516
TEU、輸入も6.1％増の120
万1,037TEUとともに増加
した。一方、海上取扱貨物
量全体では、11.9％増の1億
480万トン、外貿貨物は
13.5％増の7,399万トン、う
ち輸出が21.3％増の2,897万
トン、輸入が8.9％増の
4,501万トン、内貿貨物が
8.5％増の3,081万トン。う
ち自動車関連貨物量は
25.8％増の1,992万トンと大
幅な増加となり、コロナ禍
前に近づきつつあり回復を

けん引している。自動車関
連貨物のうち外貿は31.0％
増の1,632万トン、内貿が
6.6％増の360万トンだった。
外貿コンテナ貨物を品目
別にみると、輸出は1位の
自動車部品が41.5％増の425
万トンと大幅に拡大、コロ
ナ禍以前の19年実績を超え
て回復している。2位の染
料等化学工業品は15.0％増
の220万トン、次いで産業
機械が9.4％増の139万トン
と増加したものの、完成自
動車は31.8％減の87万トン
と大幅減、5位の電気機械
は6.6％増の77万トンと増加

した。輸入は1位が製造食
品で5.5％増の208万トン、2
位が電気機械で0.2％減の
181万トン、3位が野菜・果
物の6.5％増の156万トン、4
位・染料等化学工業品が
0.1％減の130万トン、5位・
産業機械が13.7％増の122万
トンと2ケタ増だった。
また仕向国別に輸出をみ
ると、1位の中国が5.2％増
の344万トン、2位・タイが
15.1％増の133万トン、3
位・メキシコが32.8％増の
90万トンと大幅増で前年6
位から躍進している。4
位・台湾が1.0％増の88万ト

ン、5位・ベトナムが1.8％
減の83万トンだった。輸入
コンテナを相手国別にみる
と、1位の中国が5.9％増の
775万トン、2位・米国が
0.1％減の222万トン、タイ
が1.7％増の162万トン、4
位・豪州が4.3％増の116万
トン、メキシコが10.3％増
の100万トンだった。
一方、外貿貨物全体を品

目別にみると、1位の完成
自動車が30.6％増の1,009万
トン、2位の自動車部品が
41.7％増の434万トンと自
動車関連貨物の回復傾向が
顕著だ。また3位・産業機
械が19.4％増の257万トン、
4位・染料化学工業品が
15.4％増の225万トン、5
位・鋼材が9.6％増の161万
トンと軒並み増加となっ

た。輸入は、1位の原油が
17.5％増の801万トン、LNG
（液化天然ガス）が1.8％増
の684万トン、製造食品が
5.5％増の208万トン、電気
機械が0.2％減の182万トン、
野菜・果物が6.7％増の177
万トンだった。
21年の入港船舶は、3.5％
増の3万24隻、2.1％増の2億
7,023万総トンだった。

横浜市港湾局がとりまとめた21年の横浜港統計速報によると、コンテナ取扱
個数は、外内貿合計で前年比7.5％増の286万1,197TEU、外貿コンテナは
6.6％増の257万1,553TEUとなった。

EMIRATES LOGISTICS
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Providing the Vital Link to All Asia, 
Middle East & North/South Americas

WAN HAI LINES (JAPAN), LTD.
Tokyo (03)5511-1562 (B/L:5511-1575)    Osaka (06)4963-8601 (B/L:4963-8603)
General Agents: WAN HAI LINES (JAPAN), LTD.
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21年コンテナ取扱個数は7.5％増の286万TEU
自動車関連貨物は25.8％増と回復をけん引

22年度は外航事業支援、
内航支援事業、国際トラン
シップ事業支援、国際フィ
ーダー・鉄道輸送への転換
促進キャンペーン、国際フ
ィーダーコンテナの港内シ
ョートドレージ費用支援を
展開する。外航事業支援は
横浜・川崎港へ寄港する基
幹航路（北米・欧州・中南
米・豪州・アフリカ航路な
ど）を増便・開設する船社
に対して支援する。
内航事業支援は横浜・川
崎港へ寄港する本船に接続
するフィーダー航路網の新
設・強化（効率化など）や
積み替え機能強化で取扱量
増加を図るものに対して支
援する。一方、国際トラン
シップ事業支援は、横浜・
川崎港で、国際基幹航路に
係る国際トランシップ貨物
を取り扱うものに対して支
援するもので、複数の連続
バースを一体利用できるタ
ーミナルで国際トランシッ
プするものを対象とする。
国際フィーダー・鉄道輸
送への転換促進キャンペー
ンは、国内他港を利用して
海外へ直接輸出入している
コンテナ貨物、京浜港との

間をトラックにて輸送し、
京浜港を利用して輸出入し
ているコンテナ貨物を対象
に、国内他港を発着する国
際フィーダー航路または鉄
道輸送による横浜港経由で
の輸出入へ転換するものに
対して支援する。（1）北海
道、青森県、岩手県、宮城
県、福島県、秋田県、山形
県、長野県、新潟県、茨城
県、栃木県、群馬県（対象
道県）を発着する貨物で、
トラックで京浜港まで輸送
され輸出入されているコン
テナ貨物、または（2）北
海道、青森県、岩手県、宮
城県、福島県、秋田県、山
形県、新潟県、茨城県に所
在する港湾（対象港湾）で、
京浜港を経由せず外航コン
テナ航路により直接輸出入
されているコンテナ貨物を
対象に、対象港湾を発着す
る内航コンテナ船による国
際フィーダー航路、または
対象道県に所在する鉄道駅
を発着する鉄道輸送で横浜
港経由での輸出入に転換し
た貨物を対象とする。対象
事業者は荷主、フォワーダ
ー、外航船社、内航船社な
どで、1TEU当たり5,000円

を補助する。
国際フィーダーコンテナ
の港内ショートドレージ費
用支援は、国際フィーダー
コンテナ貨物が、横浜港内
の異なるターミナル間のド
レージ輸送が必要となった
場合に、このドレージ費用
を支援する。京浜港以外の
国内港湾を発着し、内航コ
ンテナ船によって横浜港を
経由して輸送されるコンテ
ナ貨物（実入・空）のうち、
横浜港において異なるター
ミナル間をドレージ（トラ
ック）により輸送した貨物
（ターミナルゲートを出ず、
構内シャーシ（ナンバー無
し）で輸送されたコンテナ
やYKIPが支援対象として
適当ではないと判断した貨
物を除く）を対象に、外内
航コンテナ船運航事業者に
対して、ドレージによるコ
ンテナ輸送費用の実費（タ
ーミナルにおける諸費用は
除く）を支援する。ただし、
コンテナ1本あたり（サイ
ズ問わず）2万円を上限と
し、予算状況や過去の取扱
量実績などにより、事業者
ごとに上限金額を設定す
る。

横浜港・川崎港の外航、内航、国際トランシップを支援
横浜港経由へ転換、ショートドレージ費用も支援YKIP

横浜川崎国際港湾（YKIP）は、22年度も横浜港・川崎港における基幹航路の開設、
増便やフィーダー航路の新設や強化を支援するとともに、連続バースでの国際トラ
ンシップの取り扱い支援、横浜港経由への転換支援、港内ショートドレージなどの
支援策を継続する。
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CONPASは国土交通省関
東地方整備局がコンテナタ
ーミナルのゲート前混雑の
解消やコンテナトレーラー
のターミナル滞在時間の短
縮を図ることで、コンテナ
物流の効率化と生産性向上

の実現を目的とし開発、試
験運用を18年から継続して
きており、21年3月30日か
ら横浜港南本牧コンテナタ
ーミナルで「搬出入予約機
能」と「PSカード活用機能」
の常時運用を開始した。さ
らに「Cyber Port」の第一

次運用にあわせ、同年4月1
日から「搬入情報の事前照
合機能」の常時運用を開始、
新・港湾情報システム
CONPAS（コンテナ・ファ
スト・パス）の本格運用を
開始した。
同局では今後、本牧BC

コンテナターミナルでの新
たにショットガン方式によ
る搬出入予約機能の検証
と、予約情報を活用したコ
ンテナヤード内の荷役効率
化を検証することを目的に
試験運用する。ショットガ
ン方式はターミナル近傍に
予約状況を確認する場所の
スペースが確保できない立
地条件のため、離れた待機
場を利用する新方式で搬出
入予約機能の運用を検証す
る。一方、荷役効率化の検
証は、予約情報を活用して
トレーラーがコンテナを引
き取りに来場する前に、搬
出対象のコンテナを本船荷
役の影響などを受けない場
所に移動、本船荷役の影響
や不要な荷繰りを回避する
ことで、コンテナの円滑な
引き取りが可能となり、コ
ンテナヤード内のトレーラ
ー滞留時間の短縮を実現す
る。

搬出入予約
陸運事業者は自社のPC

からCONPASにアクセス
し、貨物情報やドライバー
情報（PSカード情報）、車
両情報などを事前に登録
し、入場時間を予約。時間
帯ごとの予約数に上限を定
めることで、特定の時間帯
に予約が集中しない仕組み
となっており、分散・平準
化し混雑解消を図る。コン

テナトレーラーのドライバ
ーは予約時間帯にゲートに
到着すれば、待機すること
なく入場できる。また
CONPASを利用しないコン
テナトレーラーの待機時間
の削減も期待できる。

PSカード活用
ドライバーが自分のPSカ
ードをゲートの読み取り端
末にタッチすることで、ス
ムーズな入場受付が可能と
なっている。
試験運用では、ドライバ
ーがコンテナ番号などを手
入力している従来の方法に
比べ、ゲート受付の所要時
間が約20％も短縮したこと
が確認できた。また手入力
しないため入力ミスも大幅
に縮小する。

搬入情報の事前照合
輸出コンテナをターミナ
ルに搬入する際、従来はト
レーラーのドライバーが持
参した紙の搬入票を、ター
ミナルの係員がTOS（ター
ミナルオペレーションシス
テム）の貨物情報と照合し
ていたため、ゲートでの手
続きに時間を要していた
が 、 CONPAS利 用 で
「Cyber Port」により電子
化された搬入情報とTOSの
貨物情報を、トレーラーが
ターミナルに到着する前に
「CONPAS」が照合、必要
に応じ修正対応を済ませる
ことができ、ゲートでの入
場手続きが即時に完了でき
るようになる。輸出入コン
テナの搬入手続きにかかる
時間が約6割も短縮できる。

( 12 ) SHIPPING GUIDE,  Thursday,  June  2,  2022 〈第三種郵便物認可〉

コンテナの搬出入を事前に予約することにより、車両の入場時間を分散・平準化
してゲート前の混雑を緩和する新・港湾情報システム「CONPAS（Container
Fast Pass）」を、日本で初めて南本牧ふ頭で21年4月から本格導入した。これに
よりゲート前の平均待機時間が30分から7分となり大きな削減効果があった。22年
度は、本牧ふ頭BCターミナルなどで国と連携して試験運用を進める予定だ。また、
働きやすい快適な就労環境を創出し、人材確保につなげるため、現在本牧ふ頭BC
ターミナルでは RTG（Rubber Tired Gantry crane：タイヤ式門型クレーン）
の管理棟からの遠隔操作の実証事業を進めており、23年の本格稼働を目指してい
る。そのほか、これまで紙やFAXでやり取りしてきた貿易手続きに係る帳票類をデ
ータ化することで手続きを簡素化する「データ連携基盤」や、深刻なドライバー不
足の解消につながる「トレーラーの自働走行実験」などを国と連携しながら進め、
デジタル技術活用による生産性の向上を目指している。

RTG 遠隔操作を目指し実証事業

横浜市港湾局

南本牧ふ頭CTで本格運用
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